
平成２７年６月５日

株　主　各　位
富山市小中２６９　　　　　　

取締役社長　松　岡　幸　雄

（証券コード　１９３０）

第101回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第１０１回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご出席くださいますようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使す
ることができますので、後記の「株主総会参考書類」をご検討いた
だき、同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示のう
え、平成２７年６月２５日（木曜日）午後５時３０分までに到着するよう
ご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具　

記
１．日　　時　　平成２７年６月２６日（金曜日）　午前１０時
２．場　　所　　富山市小中２６９　　当社　Ｃ棟１階
３．目的事項

報告事項	 １．第１０１期（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）�事業報告、連結計算書類
および計算書類報告の件

２．会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

決議事項
　第１号議案　剰余金処分の件
　第２号議案　取締役１２名選任の件
　第３号議案　監査役１名選任の件
　第４号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

以　上　

　当日ご出席の際は､ お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、本株主総会招集ご通知に添付の事業報告、連結計算書類、計算書類お
よび株主総会参考書類の内容に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.rikudenko.co.jp/）に修正事項を掲載させていただ
きます。
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１．企業集団の現況に関する事項
　⑴　事業の経過および成果
　　 　当期のわが国経済は、政府による経済政策の効果が下支えするなか、国

内需要が順調に推移し、個人消費の増加を受けて企業収益が改善するなど、
景気は緩やかに回復しました。

　　 　建設業界におきましては、公共投資の順調な推移や、企業収益の改善に
よる民間設備投資の増加など受注環境が改善した一方、労務費・材料費の
高止まりに伴う建設コストの上昇により、厳しい受注・価格競争が続きま
した。

　　 　このような状況のなか、当社グループ（当社およびホッコー商事株式会
社）は、受注高・売上高を確保するため、全社を挙げて積極的な営業活動
を展開するとともに、工事原価管理の徹底と経営全般の効率化に努めまし
た結果、当期における当社グループの連結業績につきましては、売上高は
４３１億７０百万円（前期比３．２％増）となりました。利益面では経常利益が
４３億７７百万円（前期比２５．１％増）、当期純利益が２７億４０百万円（前期比
２６．０％増）となりました。

　　 　また、当社（個別業績）における当期部門別業績は、次のとおりであり
ます。

　　 　内線・空調管工事におきましては、受注高は前期に比べ５１億５８百万円増
加の２８９億３１百万円（前期比２１．７％増）、売上高は前期に比べ１２億６４百万円
増加の２５５億４百万円（前期比５．２％増）となりました。

　　 　配電線工事におきましては、受注高は前期に比べ１億７４百万円増加の
１０１億８７百万円（前期比１．７％増）、売上高は前期に比べ６億２８百万円増加
の１０３億２０百万円（前期比６．５％増）となりました。

　　 　その他工事におきましては、受注高は前期に比べ２２百万円増加の６６億５０
　　 百万円（前期比０．３％増）、売上高は前期に比べ８億４４百万円減少の６１億 

４百万円（前期比１２．１％減）となりました。
　　 　なお、平成２７年３月の北陸電力株式会社による当社株式の公開買付けに

より、同社は当社の親会社となりました。これを踏まえ、当社と同社との
間で、より強固な資本関係を構築して経営戦略を共有化し、確固たる事業
体制の整備と経営の効率化を推進してまいります。

　（添付書類）

事 業 報 告

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）
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　　①　企業集団の当期売上高
　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　　分 売　上　高

設 備 工 事 業 ４１，９２６
その他の事業 １，２４３

合 計 ４３，１７０

　　②　当社の当期部門別業績
� （単位：百万円）

区　　　分 前期繰越高 受　注　高 売　上　高 次期繰越高

内線・空調管工事 １２，８２４ ２８，９３１ ２５，５０４ １６，２５１

配 電 線 工 事 ２，５９１ １０，１８７ １０，３２０ ２，４５８

そ の 他 工 事 １，９５８ ６，６５０ ６，１０４ ２，５０４

計 １７，３７４ ４５，７６８ ４１，９２８ ２１，２１４

兼 業 事 業 － － １，１８９ －

合 計 － － ４３，１１８ －

　⑵　設備投資の状況
　　 　設備投資額は１２億６８百万円であり、主なものは太陽光発電施設の新設、

事業所用土地の取得および車両・工具器具の購入であります。

　⑶　対処すべき課題
　　 　全体では公共投資・民間設備投資ともに増加する傾向にありますが、地

域によってばらつきがあり、当社グループが営業基盤とする北陸地域にお
いては投資に対する慎重さも残るうえ、人手不足の深刻化と相まって先行
き不透明で厳しい事業環境が続くことが予想されます。

　　 　このような状況のなか「受注の確保」を最優先課題に、主力の電気・空
調管工事に加え、相乗効果が期待できる再生可能エネルギー・省エネ・通
信などの周辺分野へ事業領域の拡大を目指すものとし、そのために人材の
育成を図り、技術提案力を高め、新規顧客の開拓に努めてまいります。

　　 　さらに、価格競争の激化に伴い受注価格の引き下げを余儀なくされてい
るなかにあって、現場生産性の向上や徹底的なコストの削減に取り組み、
利益を創出できる体制を目指してまいります。

　　 　また、社会やお客さまからの信用を高めるため、建設業の原点である安
全と品質の確保を徹底するとともに、法令・社会規範の遵守に努め、当社
グループの持てる力を存分に発揮し地域に貢献してまいります。
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　　 　なお、電力の小売全面自由化が目前に迫るなか、親会社である北陸電力
株式会社を中心とした北陸電力グループが引き続き北陸に根ざした企業と
してお客さまから選択される企業であるためには電力の安定供給を図りつ
つ、エネルギーに関するお客さまの多様なニーズに応えるとともに、当社
グループを含め一体となって総合エネルギー事業の展開を強化していく必
要があります。また、今後、同社では高度経済成長期に施設した送配電設
備が改修時期を迎えることから、建替え等の機能維持工事が大幅に増加し
ていくことが見込まれるため、当社グループは確固たる施工体制の整備お
よび効率化を図っていくことが喫緊の課題と認識しております。

　⑷　財産および損益の状況の推移
　　①　企業集団の財産および損益の状況

区　　　　　　分 平成２３年度
（第９８期）

平成２４年度
（第９９期）

平成２５年度
（第１００期）

平成２６年度
（第１０１期）

売 上 高（百万円） ３４，６４３ ３７，３２２ ４１，８４９ ４３，１７０

当期純利益（百万円） ６７０ １，５７８ ２，１７４ ２，７４０

１株当たり当期純利益（円） ２８．５９ ６７．４４ ９３．１０ １１７．３８

総 資 産（百万円） ３０，７５８ ３４，３２３ ３７，８１２ ３８，８８２

　　②　当社の財産および損益の状況

区　　　　　　分 平成２３年度
（第９８期）

平成２４年度
（第９９期）

平成２５年度
（第１００期）

平成２６年度
（第１０１期）

受 注 高（百万円） ３７，８１３ ３８，２１３ ４０，４１３ ４５，７６８

売 上 高（百万円） ３４，６０４ ３７，２７６ ４１，７９７ ４３，１１８

当期純利益（百万円） ５４３ １，５９８ ２，１９４ ２，７３７

１株当たり当期純利益（円） ２３．１６ ６８．２７ ９３．９６ １１７．２７

総 資 産（百万円） ３０，６０８ ３４，１５４ ３７，６６１ ３８，７２７
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　⑸　重要な親会社および子会社の状況
　　①　親会社の状況

会　　社　　名 資　本　金 当社に対する議決権比率 主要な事業内容

北陸電力株式会社 １１７，６４１百万円 ５０．９４％ 電気事業

（注）　１�．北陸電力株式会社が平成２７年１月３０日から３月１６日までの期間で実施し
た当社株式への公開買付けにより、平成２７年３月２３日をもって同社が議決
権の過半数を所有することとなったため、当社の親会社に該当することに
なりました。

　　　２�．当社に対する議決権比率は、間接所有する議決権の比率を含めて記載し
ております。

　　　３�．当社は、親会社である北陸電力株式会社から配電設備等の電力供給設備
について請負施工等を行っております。

　　②　重要な子会社の状況

会　　社　　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

ホッコー商事株式会社 ６０百万円 １００％ 不動産の賃貸等

　⑹　主要な事業内容
　　 　当社グループは、設備工事業を主要な事業とし、さらに、その他の事業

としてＥＳＣＯ事業、オンサイト事業および不動産事業などを行っており
ます。

　　 　なお、当社は建設業法による建設業者として、国土交通大臣許可（特－
２４・般－２４）第１６７７号を受け、特定建設業者として電気工事、管工事、土
木工事、電気通信工事、水道施設工事、鋼構造物工事、舗装工事、塗装工
事およびとび・土工工事を、一般建設業者として消防施設工事を請負施工
しております。

　⑺　主要な事業所
　　①　当社

本店 （富山市）

支店

富山支店（富山市）、新川支店（黒部市）、高岡支店（高岡市）、
金沢支店（金沢市）、小松支店（小松市）、七尾支店（七尾市）、
福井支店（福井市）、敦賀支店（敦賀市）、東京支店（東京都文京区）、
大阪支店（大阪市）

　　②　重要な子会社

ホッコー商事株式会社 （富山市）
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　⑻　従業員の状況
　　①　企業集団の従業員の状況

従　業　員　数 前期末比増減
名

１，００５ １９名増加

（注）�　従業員数は当社グループ外への出向者等８８名を除いた就業人員数を記載して
おります。

　　②　当社の従業員の状況

従　業　員　数 前期末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数
名

９９４ １８名増加 歳
４２．４

年
２０．７

（注）�　従業員数は当社外への出向者等９１名を除いた就業人員数を記載しております。

２．会社の株式に関する事項

　⑴　発行済株式の総数　　　　２３，３３３，４７１株（自己株式１，６３６，５２２株を除く）

　⑵　株主数　　　　　　　　　　　　３，０５２名

　⑶　大株主

株　　主　　名 持　株　数 持 株 比 率
千株 ％

北 陸 電 力 株 式 会 社 １１，６８７ ５０．１

北 陸 電 気 工 事 従 業 員 持 株 会 ９４３ ４．０

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） ７４２ ３．２

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ フィディリティ ファンズ ５３２ ２．３

株 式 会 社 北 陸 銀 行 ３６８ １．６

株 式 会 社 北 陸 電 機 商 会 ２３５ １．０

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 ２０２ ０．９

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 １６８ ０．７

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） １６８ ０．７

パーシングディヴィジョンオブドナルドソンラフキン
アンドジェンレットエスイーシーコーポレイション １４５ ０．６

（注）　持株比率は自己株式１，６３６，５２２株を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項

　⑴　取締役および監査役の状況

氏　　名 地 位 お よ び 担 当 重要な兼職の状況

松岡　幸雄 代表取締役社長 ホッコー商事株式会社
代表取締役社長

田村　利隆 常務取締役（電力インフラ本部長）

村西　欣治 常務取締役（営業本部長兼営業部長）

三鍋　光昭 取締役 北陸電力株式会社
代表取締役副社長

羽黒　敏雄 取締役

鶴谷　之雄 取締役（電力インフラ本部部長）

辻　　正三 取締役（電力インフラ本部副本部長）

森本誠一郎 取締役（営業本部副本部長）

池田　俊彰 取締役（管理部長） ホッコー商事株式会社
取締役

本江　博直 取締役（高岡支店長）

大西　光雄 取締役（金沢支店長）

岡本　　誠 取締役（営業本部長代理兼内線工事部長）

谷口　重信 取締役（東京支店長）

富田　文男 常勤監査役

矢野　　茂 監査役 北陸電力株式会社
常務取締役

松本　雅登 監査役
株式会社ゴールドウイ
ン社外監査役、
北陸電気工業株式会社
社外監査役

（注）　１．取締役　三鍋光昭および羽黒敏雄の両氏は、社外取締役であります。
　　　２．監査役　矢野　茂および松本雅登の両氏は、社外監査役であります。
　　　３ ．取締役　羽黒敏雄および監査役　松本雅登の両氏は東京証券取引所の規則に定

める独立役員として届け出ております。
　　　４．当事業年度中の取締役の異動は、次のとおりであります。
　　　　① 平成２６年６月２７日開催の第１００回定時株主総会において、羽黒敏雄、本江博直、

大西光雄、岡本　誠、谷口重信の５氏が取締役に就任しております。
　　　　② 平成２６年６月２７日開催の第１００回定時株主総会において、岡部雄一氏が取締

役を任期満了により退任しております。
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　⑵　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

人　数 報酬等の額

取　締　役 １４名 　９３百万円

監　査　役 　３名 　１１百万円

計 １７名 １０４百万円

（注）　１�．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれており
ません。

　　　２�．取締役の報酬限度額は、昭和６２年６月２６日開催の第７３回定時株主総会におい
て、月額２０百万円以内と決議いただいております。

　　　３�．監査役の報酬限度額は、昭和６２年６月２６日開催の第７３回定時株主総会におい
て、月額４百万円以内と決議いただいております。

　　　４�．人数および報酬等の額には、平成２６年６月２７日開催の第１００回定時株主総会
終結の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。なお、当事業年度末
現在の人数は、取締役１３名および監査役３名であります。

　　　５�．社外役員（社外取締役および社外監査役）に対する報酬等の総額は４名
１百万円であります。

　　　６�．社外役員が当社親会社またはその子会社（当社を含む）から受けた報酬等の
総額は４名６５百万円であります。

　　　７�．報酬等の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金を含めて
おります。

　⑶　社外役員に関する事項
　　①　重要な兼職先と当社との関係
　　　　取締役　三鍋光昭　　�　親会社である北陸電力株式会社の代表取締役

副社長であります。
　　　　　　　　　　　　　　�　同社と当社との間には、配電設備等の電力供給

設備について請負施工等の取引関係があります。
　　　　監査役　矢野　茂　　�　親会社である北陸電力株式会社の常務取締役

であります。
　　　　　　　　　　　　　　�　同社と当社との間には、配電設備等の電力供給

設備について請負施工等の取引関係があります。
　　　　監査役　松本雅登　　�　株式会社ゴールドウイン社外監査役、北陸電

気工業株式会社社外監査役であります。
　　　　　　　　　　　　　　�　両社と当社との間には特別な関係はありませ

ん。
　　②　当事業年度における主な活動状況
　　　　取締役　三鍋光昭　　�　当事業年度に開催された取締役会の９２％に出

席し、社外取締役として、必要に応じて発言を
行っております。
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　　　　取締役　羽黒敏雄　　�　就任後開催された取締役会の１００％に出席し、
社外取締役として、必要に応じて発言を行って
おります。

　　　　監査役　矢野　茂　　�　ア当事業年度に開催された取締役会の９２％に
出席し、社外監査役として、必要に応じて発言
を行っております。

　　　　　　　　　　　　　　�　イ当事業年度に開催された監査役会の１００％
に出席し、社外監査役として、議案・審議等に
つき、議論を行っております。

　　　　監査役　松本雅登　　�　ア当事業年度に開催された取締役会の８３％に
出席し、社外監査役として、必要に応じて発言
を行っております。

　　　　　　　　　　　　　　�　イ当事業年度に開催された監査役会の８９％に
出席し、社外監査役として、議案・審議等につ
き、議論を行っております。

４．会計監査人の状況
　⑴　名称
　　　　太陽有限責任監査法人
　　　　 　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人は、平成２６年１０月１日をもって太陽有

限責任監査法人に名称を変更しております。

　⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

報酬等の額 １８百万円

当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 １８百万円

（注）�　当社と当該会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確にしておらず、実質的にも区分して
おりませんので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　　 　当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場

合等、会計監査人が継続してその職責を遂行するうえで重要な疑義を抱く
事象が発生した場合には、その事実に基づき当該会計監査人の解任または
不再任の検討を行います。
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５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　�　当社は、「業務の適正を確保するための体制の整備」につきまして、下記
のとおり、取締役会において決議しております。
　⑴　取締役の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　　①�　取締役は、企業活動における法令等の遵守を明示した「行動規範」を

定め、これを率先して実践するとともに、従業員がこれを遵守するよう
適切に指導・監督を行う。

　　②�　取締役会は、原則として月１回、また必要に応じて開催し、法令およ
び定款に従い重要な業務執行に関する意思決定を行うとともに、取締役
から職務執行の状況について報告を受け、取締役の職務執行を監督する。
また、社外取締役を交え、多様な視点を踏まえた意思決定および監督を
行う。

　⑵　取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　①�　取締役は、取締役会議事録をはじめ、決裁文書等、取締役の職務執行

に関する情報について、保存期間等の管理方法および情報セキュリティ
対策を明示した社内規則を定め、適切に管理する。

　⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　①�　取締役は、経営に重大な影響を及ぼす、または及ぼす恐れのある様々

な危機に対し、これに迅速かつ的確に対応するため、「危機管理規程」
等の社内規則を定め万全を期する。

　　②�　取締役は、不確実性に伴う経営リスクについて、適宜把握・評価のう
え、取締役会にて毎年度策定する経営方針や総合予算等の諸計画に反映
するとともに、必要に応じて、組織の整備や委員会等を設置し、適切に
対応する。

　⑷　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　①�　取締役会への付議事項を含む重要事項については、常務会および連絡

会議において適宜審議する等、効率的な業務運営に努める。
　　②�　取締役は、指揮命令系統および各職位の責任・権限ならびに業務手続

きを社内規則において明確化するとともに、情報システムの活用により、
迅速かつ適切な意思決定および効率的な職務執行を図る。

　⑸　従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　　①�　社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を中心として、「行

動規範」の周知徹底を図る等コンプライアンスの全社的活動を推進する。
また、法令違反、社内規則違反等に関する「内部通報制度」の適切な運
用を図る。また、反社会的勢力からの不当な介入や要求に対しては、全
社をあげて毅然として対応する。
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　　②�　取締役は、財務報告の信頼性を確保するための体制・仕組みを社内規
則に定め、適切な運用を図る。

　　③�　業務執行部門から独立した業務監査室を配置し、法令遵守の状況、職
務執行の状況を把握し、その改善を図る。

　⑹�　当社ならびに親会社および子会社から成る企業グループにおける業務の
適正を確保するための体制

　　①　親会社に対する体制
　　　ア�　取締役は、親会社である北陸電力株式会社が定める北陸電力グルー

プの経営方針および運営に関する規範に基づき、北陸電力グループの
一員としてグループ各社との緊密な連携のもと、業務を執行する。

　　②　子会社に対する体制
　　　ア�　取締役は、子会社に対し北陸電工グループの経営方針および運営に

関する規範の浸透に努めるとともに、子会社の経営上の重要事項につ
いて事前協議を行うほか、各種連絡会を通じ相互の緊密な連携を図る。

　　　イ�　子会社は、当社に準じて法令遵守をはじめとする業務の適正を確保
する体制・仕組みの整備に努め、適切な運営を図る。

　⑺　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　①�　監査役の職務を補助する専任組織として監査役室を置き、必要な人員

を配置するとともに、その人事評価および人事異動については監査役と
事前協議を行う。

　　②�　取締役および従業員は、会社に著しい損害を与える恐れのある事実を
発見した時は、直ちに監査役会または監査役に報告する。また、取締役
および従業員は、職務執行の状況等について、監査役が報告を求めた場
合は、これに応じる。

　　③�　取締役は、前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不
利な取り扱いを受けないよう、適切に対応する。

　　④�　取締役は、監査役の常務会等の重要会議への出席および決裁文書の閲
覧のほか、適切な予算の配分等、監査役が必要に応じ調査できる環境を
整備する。

　　⑤�　取締役は、監査役との定期的な意見交換を通じて相互認識を深めると
ともに、業務監査室は、監査役およびそのスタッフと緊密に連携し、監
査役監査が効果的に行われるよう努める。
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連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

資　産　の　部 負　債　の　部

流 動 資 産 ２５，８５６ 流 動 負 債 １２，１８０

現 金 預 金 １０，３０１ 工 事 未 払 金 ８，５２１

受取手形・完成工事未収入金等 １３，０９７ 短 期 借 入 金 １１０

未成工事支出金 １，４３７ リ ー ス 債 務 １７０

材 料 貯 蔵 品 ２９２ 未 払 金 ９３３

繰 延 税 金 資 産 ４３１ 未 払 法 人 税 等 １，０８３

そ の 他 ３０７ 未成工事受入金 ７２４

貸 倒 引 当 金 △１１ 工事損失引当金 ６８

固 定 資 産 １３，０２５ そ の 他 ５６９

有 形 固 定 資 産 １０，４２１ 固 定 負 債 ４，２５０

建 物・ 構 築 物 ３，００４ リ ー ス 債 務 ３６５

機械・運搬具・工具器具備品 １，６１９ 役員退職慰労引当金 １０１

土 地 ５，１１７ 退職給付に係る負債 ３，７７４

リ ー ス 資 産 ４７１ そ の 他 ８

建 設 仮 勘 定 ２０７ 負 債 合 計 １６，４３０

無 形 固 定 資 産 ３０ 純 資 産 の 部

投資その他の資産 ２，５７３ 株 主 資 本 ２２，１７９

投 資 有 価 証 券 １，３３４ 資 本 金 ３，３２８

長 期 貸 付 金 ２１ 資 本 剰 余 金 ２，８０３

繰 延 税 金 資 産 １，１１７ 利 益 剰 余 金 １６，７４５

そ の 他 １４４ 自 己 株 式 △６９８

貸 倒 引 当 金 △４４ その他の包括利益累計額 ２７２

その他有価証券評価差額金 ２７２

純 資 産 合 計 ２２，４５１

資 産 合 計 ３８，８８２ 負 債 純 資 産 合 計 ３８，８８２

（平成２７年３月３１日現在）
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連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

売 上 高

完 成 工 事 高 ４１，９２６
その他の事業売上高 � １，２４３ ４３，１７０
売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 ３５，３９９
その他の事業売上原価 � １，０６０ � ３６，４６０
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 ６，５２６
その他の事業総利益 � １８３ ６，７１０

販売費及び一般管理費 � ２，５１１
営 業 利 益 � ４，１９８

営 業 外 収 益

受 取 手 数 料 ７２
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ６３
そ の 他 � ６４ ２０１
営 業 外 費 用

支 払 利 息 １１
支 払 補 償 費 ８
そ の 他 � ３ � ２２
経 常 利 益 ４，３７７

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 ３４
子 会 社 清 算 益 � ９ ４３
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 ２８
減 損 損 失 ４２
そ の 他 � １ � ７２
税金等調整前当期純利益 ４，３４８

法人税、住民税及び事業税 １，４２０
法 人 税 等 調 整 額 � １８８ � １，６０８
少数株主損益調整前当期純利益 � ２，７４０

当 期 純 利 益 � ２，７４０

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）
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（単位：百万円）

株　主　資　本
その他の
包括利益
累 計 額 純資産

合　計

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金 自己株式

株主
資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

当 期 首 残 高 ３，３２８ ２，８０３ １４，４４８ △６８６ １９，８９４ １８１ ２０，０７５

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △２０９ △２０９ △２０９

会計方針の変更を
反映した当期首残高 ３，３２８ ２，８０３ １４，２３８ △６８６ １９，６８４ １８１ １９，８６５

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △２３３ △２３３ △２３３

当 期 純 利 益 ２，７４０ ２，７４０ ２，７４０

自己株式の取得 △１２ △１２ △１２

自己株式の処分 ０ ０ ０ ０

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ９１ ９１

当期変動額合計 − ０ ２，５０６ △１２ ２，４９４ ９１ ２，５８５

当 期 末 残 高 ３，３２８ ２，８０３ １６，７４５ △６９８ ２２，１７９ ２７２ ２２，４５１

連結株主資本等変動計算書

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　⑴　連結の範囲に関する事項
　　　　すべての子会社を連結している。
　　　　連結子会社の数　　　１社
　　　　連結子会社の名称　　ホッコー商事㈱
　⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　　連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と同一である。
　⑶　会計処理基準に関する事項
　　①重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　ア有価証券
　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの…… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

　　　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法
　　　イたな卸資産
　　　　　未成工事支出金………個別法による原価法
　　　　　材料貯蔵品…………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

　　②重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　ア有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定額法
　　　イ無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　 　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
　　　ウリース資産
　　　　 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　③重要な引当金の計上基準
　　　ア貸倒引当金
　　　　 　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

　　　イ工事損失引当金
　　　　 　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工

事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もる
ことができる工事について、損失見込額を計上している。

　　　ウ役員退職慰労引当金
　　　　 　役員の退職慰労金の支給に備えて内規に基づく当連結会計年度末要

連 結 注 記 表
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支給額を計上している。
　　④その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　　ア退職給付に係る負債の会計処理の方法
　　　　 　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。なお、
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっている。

　　　　 　数理計算上の差異は、その発生した連結会計年度に費用処理してい
る。

　　　イ完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　　　　 　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例
法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

　　　ウ消費税等の会計処理
　　　　 　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっ

ている。

２．会計方針の変更に関する注記
　　 　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号　平成２４年５月１７日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号　平成２４年５月１７日。以下「退
職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第３５項本文及び退職給
付適用指針第６７項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用
し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を
従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付
の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割
引率を使用する方法へ変更した。

　　 　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定め
る経過的な取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債
務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してい
る。

　　 　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が３２４百万円増
加し、利益剰余金が２０９百万円減少している。なお、これによる損益への
影響は軽微である。

３．表示方法の変更に関する注記
　　 　営業外費用の「支払補償費」は、前連結会計年度において営業外費用の
「その他」に含めて表示していたが、重要性が増したため、当連結会計年
度より区分掲記している。
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４．連結貸借対照表に関する注記
　⑴　担保に供している資産
　　　 　当社グループが出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社の借入債務

に対して、下記の資産を担保に供している。
　　　　投資有価証券 １百万円
　　　　長期貸付金 ７百万円
　⑵　有形固定資産の減価償却累計額 ４，９６７百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　⑴　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び数
　　　　普通株式 ２４，９６９千株
　⑵　剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額等

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

平成２６年６月２７日
定時株主総会　　 普通株式 ２３３百万円 １０円 平成２６年３月３１日 平成２６年６月３０日

　　② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度となるもの

　　　 　平成２７年６月２６日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当
に関する事項を次のとおり提案する予定である。

　　　　配当金の総額 ２８０百万円
　　　　配当の原資 利益剰余金
　　　　１株当たり配当額 １２円
　　　　基準日 平成２７年３月３１日
　　　　効力発生日 平成２７年６月２９日

６．金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項
　　①金融商品に対する取組方針
　　　 　当社グループは、資金運用については一時的な余資は安全性の高い金

融資産で運用し、資金調達については銀行等金融機関からの借入によっ
ている。

　　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　 　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスク

に晒されている。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残
高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制
としている。

　　　 　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されているが、
主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握する
体制としている。

　　　 　営業債務である工事未払金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の
支払期日である。
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　　　 　借入金は、主に営業取引に係る資金調達である。
　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　　 　平成２７年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは、次表には含まれていない（（注）２参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

①現金預金 １０，３０１ １０，３０１ －
②受取手形・完成工事未収入金等 １３，０９７ １３，０９７ －
③投資有価証券
　　その他有価証券 ９６４ ９６４ －

資産計 ２４，３６３ ２４，３６３ －
④工事未払金 ８，５２１ ８，５２１ －
⑤未払金 ９３３ ９３３ －
⑥リース債務 ５３６ ５４３ ６

負債計 ９，９９０ ９，９９７ ６

（注）　１．金融商品の時価の算定方法
　　　　①現金預金、並びに②受取手形・完成工事未収入金等
　　　　　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっている。
　　　　③投資有価証券
　　　　　 　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債

券は取引金融機関から提示された価格によっている。
　　　　④工事未払金、並びに⑤未払金
　　　　　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっている。
　　　　⑥リース債務
　　　　　 　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリー

ス取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
している。

　　　２ ． 非上場株式（連結貸借対照表計上額３７０百万円）は、市場価格がなく、か
つ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、「③投資有価証券」には含めていない。

７．賃貸等不動産に関する注記
　⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　 　当社グループでは富山県その他の地域において、賃貸商業施設、賃貸

住宅及び遊休資産を所有している。
　⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

２，２７９ ３，１３１

（注）　１ ．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累
計額を控除した金額である。

　　　２ ．当連結会計年度末の時価は、当連結会計年度に取得したものについては
取得価額に基づき、その他の物件については個々の重要性が乏しいため、
固定資産税評価額に基づき算定している。
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８．１株当たり情報に関する注記
　⑴　１株当たり純資産額 ９６２円２１銭
　⑵　１株当たり当期純利益 １１７円３８銭

９．その他の注記
　⑴　記載金額は百万円未満を切り捨て表示している。
　⑵　 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修

正
　　　 　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正

する法律」が平成２７年３月３１日に公布されたことに伴い、当連結会計年
度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成２７年４月１日
以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年
度の３５．４％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成２７年４月１日か
ら平成２８年３月３１日までのものは３２．８％、平成２８年４月１日以降のもの
については３２．１％にそれぞれ変更されている。

　　　 　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
が１４７百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が
１５９百万円、その他有価証券評価差額金が１１百万円それぞれ増加してい
る。
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貸 借 対 照 表
（平成２７年３月３１日現在） （単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流 動 資 産 ２５，６６４ 流 動 負 債 １２，１７６
現 金 預 金 １０，０９９ 工 事 未 払 金 ８，５３１

受 取 手 形 １，５６４ 短 期 借 入 金 １１０

電 子 記 録 債 権 ５２２ リ ー ス 債 務 １７０

完成工事未収入金 １０，８６１ 未 払 金 ９２４

未成工事支出金 １，４４７ 未 払 法 人 税 等 １，０８１

材 料 貯 蔵 品 ２９２ 未成工事受入金 ７２４

繰 延 税 金 資 産 ４３１ 工事損失引当金 ６８

そ の 他 ４５６ そ の 他 ５６５

貸 倒 引 当 金 △１１ 固 定 負 債 ４，２４５
固 定 資 産 １３，０６３ リ ー ス 債 務 ３６５

有 形 固 定 資 産 ８，３８７ 退職給付引当金 ３，７７４

建 物 ・ 構 築 物 １，４４６ 役員退職慰労引当金 １０１

機 械 ・ 運 搬 具 １，３２２ そ の 他 ３

工具器具・備品 ２９３ 負 債 合 計 １６，４２１
土 地 ４，６４５ 純 資 産 の 部

リ ー ス 資 産 ４７１ 株 主 資 本 ２２，０３４
建 設 仮 勘 定 ２０７ 資 本 金 ３，３２８
無 形 固 定 資 産 ２９ 資 本 剰 余 金 ２，８０３
投資その他の資産 ４，６４６ 資 本 準 備 金 ２，８０３

投 資 有 価 証 券 １，３３４ その他資本剰余金 ０

関 係 会 社 株 式 ０ 利 益 剰 余 金 １６，６００
長 期 貸 付 金 ２，３５４ 利 益 準 備 金 ３６０

破産更生債権等 ２５ その他利益剰余金 １６，２３９

長 期 前 払 費 用 ５ 固定資産圧縮積立金 ３

繰 延 税 金 資 産 １，１１７ 別 途 積 立 金 ８，９３４

そ の 他 １１２ 繰越利益剰余金 ７，３０２

貸 倒 引 当 金 △３０３ 自 己 株 式 △６９８

評価・換算差額等 ２７２

その他有価証券評価差額金 ２７２

純 資 産 合 計 ２２，３０６
資 産 合 計 ３８，７２７ 負 債 純 資 産 合 計 ３８，７２７
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（単位：百万円）

売 上 高
完 成 工 事 高 ４１，９２８

兼 業 事 業 売 上 高 � １，１８９ ４３，１１８

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 ３５，４９３

兼 業 事 業 売 上 原 価 � ９６６ � ３６，４６０

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 ６，４３４

兼 業 事 業 総 利 益 � ２２２ ６，６５７

販売費及び一般管理費 � ２，５５４

営 業 利 益 ４，１０３

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 ７７

受 取 手 数 料 ７４

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ９７

そ の 他 � ２８ ２７７

営 業 外 費 用

支 払 利 息 １１

支 払 補 償 費 ８

そ の 他 � ３ � ２２

経 常 利 益 � ４，３５９

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 ３０

子 会 社 清 算 益 � ９ ４０

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 ２８

減 損 損 失 ２７

そ の 他 � １ � ５７

税 引 前 当 期 純 利 益 ４，３４１

法人税、住民税及び事業税 １，４１５

法 人 税 等 調 整 額 � １８８ � １，６０４

当 期 純 利 益 � ２，７３７

損 益 計 算 書

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）
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株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

株　主　資　本
評価・
換　算
差額等

純資産
合　計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

利　益
準備金

その他利益剰余金

固定資
産圧縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

当 期 首 残 高 ３，３２８２，８０３ − ３６０ ３８，９３４５，００７△６８６１９，７５１ １８１１９，９３２

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △２０９ △２０９ △２０９

会計方針の変更を
反映した当期首残高 ３，３２８２，８０３ − ３６０ ３８，９３４４，７９８△６８６１９，５４２ １８１１９，７２３

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩 △０ ０ − −

剰余金の配当 △２３３ △２３３ △２３３

当 期 純 利 益 ２，７３７ ２，７３７ ２，７３７

自己株式の取得 △１２ △１２ △１２

自己株式の処分 ０ ０ ０ ０

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ９１ ９１

当期変動額合計 − − ０ − △０ − ２，５０４ △１２ ２，４９２ ９１ ２，５８３

当 期 末 残 高 ３，３２８２，８０３ ０ ３６０ ３８，９３４７，３０２△６９８２２，０３４ ２７２２２，３０６

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　⑴　資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券
　　　　関係会社株式…………移動平均法による原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの…… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

　　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法
　　②たな卸資産
　　　　未成工事支出金………個別法による原価法
　　　　材料貯蔵品…………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　⑵　固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法
　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　 　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法
　　③リース資産
　　　 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　⑶　引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　 　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

　　②工事損失引当金
　　　 　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事のうち損失

の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工
事について、損失見込額を計上している。

　　③退職給付引当金
　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込

額に基づき計上している。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基
準によっている。

　　　　数理計算上の差異は、その発生年度に費用処理している。
　　④役員退職慰労引当金
　　　 　役員の退職慰労金の支給に備えて内規に基づく当期末要支給額を計上

している。
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　⑷　収益及び費用の計上基準
　　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　　　①当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　　　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例法）
　　　②その他の工事
　　　　　工事完成基準
　⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理
　　　 　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によって

いる。

２．会計方針の変更に関する注記
　　 　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号　平成２４年５月１７日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号　平成２４年５月１７日。以下「退
職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第３５項本文及び退職給
付適用指針第６７項本文に掲げられた定めについて当期より適用し、退職給
付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平
均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込
期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用
する方法へ変更した。

　　 　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定め
る経過的な取扱いに従って、当期の期首において、退職給付債務及び勤務
費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減している。

　　 　この結果、当期の期首の退職給付引当金が３２４百万円増加し、繰越利益
剰余金が２０９百万円減少している。なお、これによる損益への影響は軽微
である。

３．表示方法の変更に関する注記
　　 　流動資産の「電子記録債権」は、前期において流動資産の「受取手形」

に含めて表示していたが、重要性が増したため、当期より区分掲記してい
る。

　　 　営業外費用の「支払補償費」は、前期において営業外費用の「その他」
に含めて表示していたが、重要性が増したため、当期より区分掲記してい
る。

　　 　特別利益の「固定資産売却益」は、前期において特別利益の「その他」
に含めて表示していたが、重要性が増したため、当期より区分掲記してい
る。
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４．貸借対照表に関する注記
　⑴　担保に供している資産
　　　 　当社が出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社の借入債務に対し

て、下記の資産を担保に供している。
　　　　投資有価証券 １百万円
　　　　長期貸付金 ７百万円
　⑵　有形固定資産の減価償却累計額 ４，５９９百万円
　⑶　関係会社に対する金銭債権及び債務
　　　　短期金銭債権 ２，９０９百万円
　　　　長期金銭債権 ２，３３３百万円
　　　　短期金銭債務 ８０百万円

５．損益計算書に関する注記
　　　関係会社との取引高
　　　　売上高 １４，７９９百万円
　　　　仕入高 ２８９百万円
　　　　営業取引以外の取引高 ４８百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　　　当期の末日における自己株式の数
　　　　普通株式 １，６３６千株

７．税効果会計に関する注記
　⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
　　　 　繰延税金資産の発生の主な原因は退職給付引当金である。
　　　　なお、評価性引当額は２１４百万円である。
　　　 　また、繰延税金負債の発生の主な原因はその他有価証券評価差額金で

ある。
　⑵　 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修

正
　　　 　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正

する法律」が平成２７年３月３１日に公布されたことに伴い、当期の繰延税
金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成２７年４月１日以降解消さ
れるものに限る）に使用した法定実効税率は、前期の３５．４％から、回収
又は支払が見込まれる期間が平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日ま
でのものは３２．８％、平成２８年４月１日以降のものについては３２．１％にそ
れぞれ変更されている。

　　　 　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
が１４７百万円減少し、当期に計上された法人税等調整額が１５９百万円、そ
の他有価証券評価差額金が１１百万円それぞれ増加している。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
　　 　貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械・運搬具の一部について

リース契約により使用している。
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９．関連当事者との取引に関する注記
　⑴　親会社及び法人主要株主等

種類 会社等
の名称

議決権等の
被所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 北陸　
電力㈱

直接　５０．９
間接　　０．０

配電線工事等
の請負
役員の兼任及
び転籍

配電線工事等
の請負 １４，５７１

完成工事未収入金 ２，８９０

未成工事受入金 ６４

　⑵　子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ホッコー
商事㈱　 直接１００．０

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収
利息の受取

８３
４０ 長期貸付金 ２，３３３

（注）　１ ．上記の金額のうち、取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費
税等込みの金額で表示している。

　　　２ ．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　 　工事の請負等の取引条件については、市況等を検討し、価格交渉のうえ、

決定している。また、資金の貸付条件については、市場金利等を勘案し、
決定している。

　　　３ ．上記の子会社に対する長期貸付金については、２５９百万円の貸倒引当金を
計上している。

１０．１株当たり情報に関する注記
　⑴　１株当たり純資産額 ９５５円９８銭
　⑵　１株当たり当期純利益 １１７円２７銭

１１．その他の注記
　　　記載金額は百万円未満を切り捨て表示している。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成２７年５月１４日　

　北陸電気工事株式会社
　　取 締 役 会　 御 中

太陽有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　山　本　栄　一　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　泉　　　淳　一　㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、北陸電気工事株
式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連
結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不
正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づい
て選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸電気工事株式会社及び連結
子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上　
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成２７年５月１４日　

　北陸電気工事株式会社
　　取 締 役 会　 御 中

太陽有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　山　本　栄　一　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　泉　　　淳　一　㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、北陸電気
工事株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０１期事
業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立
場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について
監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上　
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０１期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　�　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　�　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報
告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制
の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業
報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　�　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施
しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　一�　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。
　　二�　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
　　三�　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容
及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　�　会計監査人　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
　⑶　連結計算書類の監査結果
　　�　会計監査人　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　　平成２７年５月１４日
　　　　　　　　　　　　　　　　北陸電気工事株式会社　監査役会　　　

常　勤　監　査　役　富　田　文　男　㊞
監査役（社外監査役）　矢　野　　　茂　㊞
監査役（社外監査役）　松　本　雅　登　㊞

以　上
−−２９



株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　�　当期の配当につきましては、当期の業績や今後の経営環境・事業発展を総
合的に勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。

　１．第１０１期　期末配当に関する事項
　　⑴　配当財産の種類
　　　　　金銭
　　⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　　　　当社普通株式１株当たりの期末配当金　　　　１２円
　　　　　配当金総額　　　　　　　　　　　　２８０，００１，６５２円
　　⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　　　　　平成２７年６月２９日

　２．その他の剰余金の処分に関する事項
　　⑴　減少する剰余金の項目およびその額
　　　　　繰越利益剰余金　　　　　　　　　６，０００，０００，０００円
　　⑵　増加する剰余金の項目およびその額
　　　　　別途積立金　　　　　　　　　　　６，０００，０００，０００円

−−３０



第２号議案　取締役１２名選任の件
　�　取締役１３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取
締役１２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　　取締役候補者は、次のとおりであります。

（五十音順、※印は新任候補者）

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

１
池　田　俊　彰

（昭和３２年９月２８日生）

昭和５５年４月　当社入社
平成２２年４月　当社参与資材部長
平成２３年４月　当社執行役員資材部長
平成２４年４月　当社執行役員管理部長
平成２４年４月　ホッコー商事株式会社監査役
平成２４年６月　当社取締役管理部長（現在に至る）
平成２５年６月　�ホッコー商事株式会社取締役（現在

に至る）

７，０００株

２

※
上　田　重　伸

（昭和３１年７月１７日生）

昭和５５年４月　当社入社
平成２３年４月　�ホッコー商事株式会社取締役（現在

に至る）
平成２４年１０月　当社人事部長
平成２５年４月　当社執行役員人事部長（現在に至る）

１３，０００株

３
大　西　光　雄

（昭和２８年１月９日生）

昭和６２年４月　当社入社
平成２３年４月　当社内線工事部長
平成２４年４月　当社執行役員金沢支店長
平成２６年６月　当社取締役金沢支店長（現在に至る）

１，０００株

４
岡　本　　　誠

（昭和２９年３月２９日生）

昭和４７年４月　当社入社
平成２４年４月　当社内線工事部長
平成２５年４月　当社執行役員内線工事部長
平成２５年９月　�当社執行役員営業本部副本部長兼内

線工事部長
平成２６年６月　�当社取締役営業本部長代理兼内線工

事部長（現在に至る）

１，０００株

５
辻　　　正　三

（昭和２７年２月２４日生）

昭和４９年４月　当社入社
平成２０年４月　当社参与配電部長
平成２１年４月　当社執行役員配電部長
平成２４年６月　当社取締役配電部長
平成２５年４月　当社取締役電力本部副本部長
平成２５年７月　当社取締役電力インフラ本部副本部長
平成２７年４月　�当社取締役電力インフラ本部副本部長

兼配電部長（現在に至る）

１６，０００株

−−３１



候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

６
鶴　谷　之　雄

（昭和２９年７月１４日生）

昭和５３年４月　当社入社
平成２１年４月　当社参与高岡支店長
平成２２年４月　当社執行役員東京支店長
平成２３年６月　当社取締役東京支店長
平成２６年５月　�当社取締役電力インフラ本部部長

（現在に至る）

９，０００株

７
羽　黒　敏　雄

（昭和２５年５月１５日生）

平成１６年６月　�株式会社北陸銀行常務執行役員高岡
地区事業本部長

平成１８年６月　北銀リース株式会社代表取締役社長
平成２４年６月　株式会社ホクタテ取締役会長
平成２６年６月　当社取締役（現在に至る）

０株

８
本　江　博　直

（昭和２６年２月７日生）

昭和４４年４月　当社入社
平成２２年４月　当社参与内線工事部長
平成２４年４月　当社執行役員営業本部副本部長
平成２４年６月　�当社執行役員営業本部副本部長兼プ

ラント技術部長
平成２５年４月　当社執行役員高岡支店長
平成２６年６月　当社取締役高岡支店長（現在に至る）

１，０００株

９
三　鍋　光　昭

（昭和２８年９月１日生）

平成１６年４月　北陸電力株式会社支配人魚津支社長
平成１７年７月　同社支配人営業部長
平成１９年６月　同社執行役員経営企画部長
平成２１年６月　同社常務取締役
平成２１年６月　当社監査役
平成２４年６月　�北陸電力株式会社代表取締役副社長

（現在に至る）
平成２４年６月　当社取締役（現在に至る）

０株

１０
村　西　欣　治

（昭和２８年８月５日生）

昭和５２年４月　当社入社
平成２２年４月　当社参与高岡支店長
平成２３年４月　当社執行役員高岡支店長
平成２３年６月　当社取締役高岡支店長
平成２５年４月　�当社取締役営業本部副本部長兼営業

部長
平成２６年６月　�当社常務取締役営業本部長兼営業部

長（現在に至る）

９，０００株

−−３２



候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

１１
森　本　誠一郎

（昭和２７年５月１５日生）

昭和５０年４月　当社入社
平成２０年４月　当社参与大阪支店長
平成２１年４月　当社参与金沢支店長
平成２２年４月　当社執行役員金沢支店長
平成２３年４月　当社執行役員プラント技術部長
平成２４年６月　当社取締役福井支店長
平成２６年５月　�当社取締役営業本部副本部長（現在

に至る）

９，０００株

１２

※
矢　野　　　茂

（昭和３２年８月２９日生）

平成１９年６月　�北陸電力株式会社支配人営業本部営
業部長

平成２１年６月　同社執行役員経営企画部長
平成２４年６月　同社常務取締役（現在に至る）
平成２４年６月　当社監査役（現在に至る）

０株

（注）　１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　　　２．羽黒敏雄および矢野　茂の両氏は、社外取締役候補者であります。
　　　３．社外取締役候補者に関する特記事項
　　　　⑴�羽黒敏雄氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識から、当社経営の適

正な運営について助言や指導をいただくことに適任と考えたことから選任をお願
いするものであります。

　　　　⑵�羽黒敏雄氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として届け出ており、原
案のとおり選任された場合、引き続き独立役員になる予定であります。

　　　　⑶�羽黒敏雄氏は、平成２６年６月に当社の取締役に選任されてから本総会の終結の時
をもって在任期間は１年となります。

　　　　⑷�矢野　茂氏は、電力業界における豊富な経験と幅広い見識から、当社経営の適正
な運営について助言や指導をいただくことに適任と考えたことから選任をお願い
するものであります。

　　　　⑸矢野　茂氏は、当社の親会社である北陸電力株式会社の常務取締役であります。
　　　　⑹�矢野　茂氏は、平成２４年６月に当社の監査役に選任されてから本総会の終結の時

をもって在任期間は３年となります。

−−３３



第３号議案　監査役１名選任の件
　�　本総会終結の時をもって監査役　矢野　茂氏が辞任されます。
　�　つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。その任
期は当社定款の定めにより、前任者の残任期間と同一になります。
　�　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　�　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

高　林　幸　裕

（昭和３３年７月２日生）

平成２２年６月　北陸電力株式会社支配人丹南支社長
平成２３年６月　同社支配人経営企画部部長
平成２４年６月　同社執行役員経営企画部長
　　　　　　　（現在に至る）

０株

（注）　１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　　　２�．高林幸裕氏は、社外監査役候補者であります。
　　　３�．高林幸裕氏は北陸電力株式会社の執行役員として重要な業務執行に携わってお

り、その豊富な経験と幅広い見識から、社外の立場で当社の取締役の業務執行等の
適法性について客観的・中立的な監査をしていただくことに適任と考えたことから
選任をお願いするものであります。

−−３４



第４号議案　 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件
　�　本総会終結の時をもって取締役を退任される松岡幸雄、田村利隆および谷
口重信の３氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準
に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
　�　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等につきましては、取締役会に
ご一任願いたいと存じます。
　　退任取締役各氏の略歴は、次のとおりであります。

氏　　　　名 略　　　　　　　歴

松　岡　幸　雄
平成１９年６月　当社取締役
平成２４年６月　当社代表取締役社長（現在に至る）

田　村　利　隆 平成２３年６月　当社常務取締役（現在に至る）

谷　口　重　信 平成２６年６月　当社取締役（現在に至る）

以　上

−−３５



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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富山村田製作所

富山三菱自動車販売
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北

熊
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会場　富山市小中２６９

　　　北陸電気工事株式会社　Ｃ棟１階

　　　電話（０７６）４８１−６０９２

◎アクセス　バス：富山駅前から笹津・猪谷方面行きに乗り、小中のバス停で下車。

　　　　　　　　　徒歩で約５分。

　　　　　　 車 ：富山ＩＣから南に約１．５㎞行き、小中（北）の信号で左折。

　　　　　　　　　お車でお越しの際は当社駐車場をご利用ください。


